




量の個人間差がエネルギー必要量には存在する 3）。そのために、基礎代謝量と身体活動レベル等を
用いる推定式も含めて、二重標識水法で得られたエネルギー消費量に身体活動レベルを考慮して推
定されたエネルギー必要量でも、個人レベルのエネルギー必要量を推定するのは困難であると考え
られている 4）。なお、エネルギー摂取量の測定とエネルギー消費量の測定は、全く異なる測定方法
を用いるため、それぞれ固有の測定誤差を持つ。したがって、測定されたエネルギー摂取量と測定
されたエネルギー消費量を比較する意味は乏しい。
　それに対して、エネルギー出納の結果は体重の変化や BMI として現れることを考えると、体重
の変化や BMI を把握すれば、エネルギー出納の概要を知ることができる。しかしながら、体重の
変化も BMI もエネルギー出納の結果を示すものの一つであり、エネルギー必要量を示すものでは
ないことに留意すべきである。
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図 2　�エネルギー必要量を推定するための測定法と体重変化、体格（BMI）、�
推定エネルギー必要量との関連

3　体重管理

3─1　体重管理の基本的な考え方
　身体活動量が不変であれば、エネルギー摂取量の管理は体格の管理とほぼ同等である。したがっ
て、後述する推定エネルギー必要量でも、何らかの推定式を用いて推定したエネルギー必要量でも
なく、また、エネルギー摂取量や供給量を測るのでもなく、体格を測り、その結果に基づいて変化
させるべきエネルギー摂取量や供給量を算出し、エネルギー摂取量や供給量を変化させることが望
ましい。そのためには望ましい体格をあらかじめ定めなくてはならない。
　成人期以後には大きな身長の変化はないため、体格の管理は主として体重の管理となる。身長の
違いも考慮して体重の管理を行えるように、成人では体格指数、主として BMI を用いる。本来は、
脂肪か脂肪以外の体組織（主として筋肉）かの別、脂肪は皮下脂肪か内臓脂肪かの別なども考慮し
なくてはならない。そのための一つに腹囲の測定（計測）がある。例えば、糖尿病及び循環器疾患
の発症率や循環器疾患及び総死亡率との関連は、BMI よりも腹囲や腹囲・身長比の方が強いとい
う報告がある 5，6）。しかし、研究成果の蓄積の豊富さや、最も基本的な体格指数という観点から、
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ここでは体重又は BMI に関する記述に留める。糖尿病や循環器疾患の発症予防や重症化予防は腹
囲も考慮して行うことが勧められる。
　なお、乳児・小児では、該当する性・年齢階級の日本人の身長・体重の分布曲線（成長曲線）を
用いる。
　高い身体活動は肥満の予防や改善の有用な方法の一つであり 7）、不健康な体重増加を予防するに
は身体活動レベルを 1.7 以上とすることが推奨されている 8）。また、高い身体活動は、体重とは独
立して総死亡率の低下に関連することも明らかにされている 9，10）。体重増加に伴う生活習慣病の
発症予防及び重症化予防の観点からは、身体活動レベル I（低い）は望ましい状態とは言えず、身
体活動量を増加させることでエネルギー出納のバランスを図る必要がある。一方、高齢者について
は、低い身体活動レベルは摂取できるエネルギー量の減少を招き、栄養素の不足を来しやすくす
る 11，12）。身体活動量の増加により、高いレベルのエネルギー消費量と摂取量の出納バランスを維
持することが望ましい。

3─2　発症予防
3─2─1　基本的な考え方
　健康的な体重を考えるためには、何をもって健康と考えるかをあらかじめ定義して、それへの体
重の影響を検討しなくてはならない。「理想（ideal）体重」、「望ましい（desirable）体重」、「健
康（healthy）体重」、「適正（optimal）体重」、「標準（standard）体重」、「普通（normal）体
重」など、健康的な体重を表す用語は定義の異なる種々のものがあるが、同一の用語でも定義は必
ずしも一定でない場合もある 13，14）。ここでは、死因を問わない死亡率（総死亡率）が最低になる
体重（以下、成人では BMI を用いる）をもって最も健康的であると考えることとした。その他に
は、ある一時点に有する疾患や健康障害の数（有病数又は有病率）が最も少ない BMI をもって最
も健康的であるとする考え方もあり得る。しかし、有病率が高い疾患や健康障害で必ずしも死亡率
が高いわけではない。そのため、両者は必ずしも一致しないことに注意を要する。
　また、総死亡率は乳児や小児に用いるのは適切ではなく、妊娠時の体重管理に用いるのも適切で
はない。

3─2─2　総死亡率を指標とする方法（歴史的経緯）
　総死亡率を指標にした健康的な体重の検討は、アメリカのメトロポリタン生命保険会社が保険契
約者のデータを基に発表した理想体重表 15，16）に端を発する。これは体格（body frame）が大、
中、小の三つの表からなり、それぞれ同一の身長に対し総死亡率の最も低い体重の「幅」が示され
たもので、適用は 20 歳以上の全ての成人であった。しかし、表が三つあり体重幅で示されていて
煩雑なため、体格・中の表の体重幅の中間値をとった表が提唱され 17）、肥満度の計算に用いられ
るようになる。
　我が国では、上記の表 17）から靴の厚さ、着衣の重量を補正した松木の標準体重表 18）、保険契
約者の最低死亡率を基にした明治生命標準体重表 19，20）などが提唱された。これらはいずれも身長
に対し最適な一つの体重を呈示していた。
　なお、現在、我が国で使われる標準体重（＝22×〔身長（m）〕2）は、職域健診の異常所見の合
計数が最も少なくなる BMI に基づくものである 21，22）。すなわち、30〜59 歳の男性 3,582 人、女
性 983 人を対象に、健診データ 10 項目〔胸部 X 線、心電図、上部消化管透視、高血圧、血尿・
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蛋白尿、AST（GOT）・ALT（GPT）、総コレステロール・トリグリセライドなど、高尿酸血症、
血糖（空腹時、糖負荷後）、貧血〕の異常所見の合計数を BMI で層別に平均し、BMI との関係を
二次回帰したものである。なお、この論文では、被験者集団の年齢範囲から、データの適応範囲を
30〜59 歳と限定している 22）。

3─2─3　総死亡率を指標とする方法
　35〜89 歳を対象とした欧米諸国で実施された 57 のコホート研究（総対象者数は 894,576 人）
のデータを用いて追跡開始時の BMI とその後の総死亡率との関連についてまとめたメタ・アナリ
シスによると、年齢調整後で、男女ともに 22.5〜25.0 kg/m2 の群で最も低い総死亡率を認め
た 23）。一方、健康な者を中心とした我が国の代表的な二つのコホート研究及び七つのコホート研
究のプール解析における追跡開始時の BMI（kg/m2）とその後の総死亡率との関連を図 3に示
す 24─26）。また、近隣東アジア諸国からの代表的な報告を図 4にまとめた 27─29）。
　図 3及び図 4の中で、対象（追跡開始時）年齢が 65〜79 歳であった集団に限って解析した
JACC Study だけで、BMI が高いほど総死亡率が低い傾向が認められている。このように、BMI
と総死亡率の関連は年齢によって異なり、追跡開始年齢が高くなるほど総死亡率を最低にする
BMI は男女ともに高くなる傾向がある。図 4に示した韓国の研究でも、65 歳以上の群を分けたサ
ブ解析では、BMI が 30.0 kg/m2 を超えても総死亡率に明確な増加は観察されていない 29）。また、
追跡開始時の年齢階級別に総死亡率を最低にする BMI を検討した我が国での研究によると、男女
それぞれ 40〜49 歳で 23.6 と 21.6 kg/m2、50〜55 歳で 23.4 と 21.6 kg/m2、60〜69 歳で
25.1 と 22.8 kg/m2、70〜79 歳で 25.5 と 24.1 kg/m2 であった 30）。
　アメリカ人白人を対象とした 19 のコホート研究（合計 146 万人）のデータをまとめたプール
解析の結果（生涯非喫煙者の結果）は、22.5〜24.9 kg/m2 を基準としたハザード比が、例えば±
0.1 未満を示した BMI は、20〜49 歳では 18.5〜24.9 kg/m2、50〜59 歳では 20.0〜24.9 kg/
m2、60〜69 歳と 70〜84 歳では 20.0〜27.4 kg/m2 であった 31）。同様に、システマティック・レ
ビューにより検索された世界 239 のコホート研究で、20〜90 歳の研究参加者のプール解析 32）に
おける、東アジア地域コホート（61 コホート、追跡期間の中央値 13.9 年）の年齢階層別の BMI
と総死亡率の関連を図 5に示す。最も低い総死亡率を示す BMI は、35〜49 歳では 18.5〜25、
50〜69 歳では 20〜25、70〜89 歳では 20〜27.5 であった。高齢者を対象に、フレイルとそれに
関連する死亡のリスクを検討した研究でも、死亡リスクの低い BMI は、ほぼ同様の結果であっ
た 33─36）。なお、70 歳以上では死亡率が最も低くなる BMI に男女差があることを示唆する報告 37）

もある。
　この種の研究では、ベースライン調査時に、喫煙の影響や潜在的な疾患、健康障害が存在してい
たために体重減少を来していた対象者の存在を否定できず、これはある種の「因果の逆転」となり
得る。そのため、真の関連よりもやや高めの BMI で最低の総死亡率が観察されている可能性を否
定できない。喫煙による体重減少と死亡率の上昇の影響については、喫煙の有無で総死亡率が最低
となる BMI には差を認めないとする研究 38）がある一方、非喫煙者では、最低死亡率を示す BMI
がやや低めの値を示す研究もある 31）。コホート研究のシステマティック・レビュー 39）では、喫煙
歴の有無、ベースライン時の健康状態や疾病の有無、追跡直後の死亡の除外によって、BMI と総
死亡率の U 字型の関連がどのように変化するかが検討され、こうした因果の逆転を引き起こす可
能性のある因子を考慮しないと、やや高めの BMI で総死亡率が低く示されることを示唆している。
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高い BMI が死亡リスクの低下に関連する現象は、高齢者のみならず種々の疾患を有する者で観察
され、obesity paradox（肥満のパラドックス）と呼ぶ 40）。こうした現象に関連するもう一つの
要因として、体重が体組成（体脂肪量、除脂肪体重）を必ずしも反映しないことも挙げられる。し
かし一方で、obesity paradox を疑問視する考えもあり、結論はまだ得られていない 41）。
　肥満者では、合併する種々の生活習慣病の結果として、脳心血管病により中年期から死亡リスク
が増加する。例えば、我が国の糖尿病患者の平均死亡年齢（2001〜2010 年）は男性 71.4 歳、女
性 75.1 歳である 42）。したがって、高齢者では、生活習慣病の死亡リスクを有する者が少ない集団
を見ていることになる（サバイバー効果）。上記のコホート研究は、高齢者で肥満や糖尿病などの
生活習慣病の合併を放置してよいことを必ずしも意味しない。
　百寿者（年齢 100 歳以上の者）は、多くの者が 90 歳代初めまで自立した生活を営んでいたこ
とが明らかにされており、サクセスフル・エインジングの例と考えられる。百寿者の BMI は男性
22.8、女性 20.8（沖縄）43）、19.3（東京）44）などと報告されており、糖尿病 45）や高コレステロー
ル血症 46）の合併が少ないことも報告されている。また、平均 72.4（66〜81）歳の女性を 14〜
19 年追跡し、調査開始時の BMI で層別化し、85 歳までの疾患や運動制限の発生についてのリス
クを比較した研究 47）では、BMI18.5〜25 よりもそれ以上の者で、疾患を発症したり、身体活動
に制限が生じる割合が高いことが示されている。したがって、後期高齢者においても、特に糖尿病
や高コレステロール血症などを合併する場合、肥満（BMI≧25）は好ましくない状態と考えられ
る。なお、百寿者には肥満が少ないと報告されている 46）が、過去の体重経過を明らかにした研究
はない。今後、70 歳代、80 歳代からの体重経過に関する前向き研究が必要である。
　ところで、高齢者を対象に、体重変化と総死亡率の関連を見たメタ・アナリシスでは、体重減少、
体重増加、体重変動のいずれかを認めた者は、体重が維持されていた者に比べて、総死亡率が増加
していた 48）。ただし、体重の増減は意図したものか意図しないものかによってもその健康影響が
異なることも考えられる。肥満者が意図して体重を落とした群の総死亡率は、体重が変化しなかっ
た群のそれに比べて有意に低かったとする報告 49）がある一方で、意図した体重減少による総死亡
率の減少は必ずしも明らかでないとしたメタ・アナリシスもあり 50）、これについて結論はまだ得ら
れていない。体重変動が総死亡率に及ぼす影響についても、今後更に検討が必要である。
　死因別に BMI との関連を観察した研究によると、循環器疾患、特に心疾患の死亡率が最低を示
す BMI は総死亡率が最低となる BMI よりも低めであり、逆に、その他の疾患、特に呼吸器疾患
の死亡率が最低を示す BMI は高めである 23，24，26，32）。我が国の七つのコホート研究のプール解析
の結果を一例として図 6に示す。さらに、発症率との関連を観察した研究によると、例えば、糖
尿病の発症率は BMI が低いほど低く 51，52）、その関連は総死亡率で認められる関連とは大きく異
なる。
　このように、観察疫学研究において報告された総死亡率が最も低かった BMI の範囲をまとめる
と表 1のようになる。ただし、BMI と総死亡率の関連性が明らかに変化する年齢については不明
である。
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　BMI の範囲の中間値をその群の BMI の代表値として結果を示した。BMI の最小群又は最大群で最小値又は最大
値が報告されていなかった場合は、その群の結果は示さなかった。
　JPHC Study：BMI＝23.0〜24.9 kg/m2 の群に比較したハザード比。追跡開始時年齢＝40〜59 歳、平均追跡年
数＝10 年、対象者数（解析者数）＝男性 19,500 人、女性 21,315 人、死亡者数（解析者数）＝男性 943 人、女性
483 人、調整済み変数＝地域、年齢、20 歳後の体重の変化、飲酒、余暇での身体活動、教育歴。
　JACC Study：BMI＝20.0〜22.9 kg/m2 の群に比較したハザード比。追跡開始時年齢＝65〜79 歳、平均追跡年
数＝11.2 年、対象者数（解析者数）＝男性 11,230 人、女性 15,517 人、死亡者数（解析者数）＝男性 5,292 人、
女性 3,964 人、調整済み変数＝喫煙、飲酒、身体活動、睡眠時間、ストレス、教育歴、婚姻状態、緑色野菜摂取、
脳卒中の既往、心筋梗塞の既往、がんの既往。
　七つのコホート研究のプール解析：BMI＝23.0〜24.9 kg/m2 の群に比較したハザード比。追跡開始時年齢＝40
〜103 歳、平均追跡年数＝12.5 年、対象者数（解析者数）＝男性 162,092 人、女性 191,330 人、死亡者数（解析
者数）＝男性 25,944 人、女性 16,036 人、調整済み変数＝年齢、喫煙、飲酒、高血圧歴、余暇活動又は身体活動、
その他（それぞれのコホート研究によって異なる）。備考＝追跡開始後５年未満における死亡を除外した解析。

図 3　�健康な者を中心とした我が国の代表的な二つのコホート研究並びに七つのコホート研究の
プール解析における、追跡開始時のBMI（kg/m2）とその後の総死亡率との関連 24─26）
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　BMI の範囲の中間値をその群の BMI の代表値として結果を示した。BMI の最小群又は最大群で最小値又は最大
値が報告されていなかった場合は、その群の結果は示さなかった。
　台湾：BMI＝24.0〜25.9 kg/m2の群に比較したハザード比。追跡開始時年齢＝20歳以上、平均追跡年数＝10年、
対象者数（解析者数）＝男性 58,738 人、女性 65,718 人、死亡者数（解析者数）＝男性 3,947 人、女性 1,549 人、
調整済み変数＝年齢、飲酒、身体活動レベル、教育歴、喫煙、収入、ベテルナッツの使用。
　中国（上海）：BMI＝24.0〜24.9 kg/m2 の群に比較したハザード比。追跡開始時年齢＝40 歳以上、平均追跡年数
＝8.3 年、対象者数（解析者数）＝男女合計 158,666 人、死亡者数（解析者数）＝男性 10,047 人、女性 7,640 人、
調整済み変数＝年齢、喫煙、飲酒、身体活動、居住地域、居住地の都市化。
　韓国：BMI＝23.0〜24.9 kg/m2 の群に比較したハザード比。追跡開始時年齢＝30〜95 歳、平均追跡年数＝12
年、対象者数（解析者数）＝男性 770,556 人、女性 443,273 人、死亡者数（解析者数）＝男性 58,312 人、女性
24,060 人、調整済み変数＝年齢、喫煙、飲酒、運動への参加、空腹時血糖、収縮期血圧、血清コレステロール。
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図 4　�健康な者を中心とした東アジアの代表的な三つのコホート研究における、追跡開始時の�
BMI（kg/m2）とその後の総死亡率との関連 27─29）

　BMI＝22.5〜24.9 kg/m2 の群に比較したハザード比。追跡開始時年齢＝35〜89 歳（平均 52.4 歳）、追跡年数の
中央値＝13.9 年、対象者数＝1,055,636 人（男性 60.0%）、死亡者数＝100,310 人。慢性疾患のない生涯非喫煙者
を対象に、初期段階（追跡開始５年間）で追跡が終了した者を除いた解析。
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図 5　�東アジアの 61 コホート研究のデータをまとめたプール解析における年齢階級（歳）別
にみたハザード比：生涯非喫煙者を対象とした解析 32）

─58─



BMI（kg/m2） BMI（kg/m2）

2.5

2.0

1.5

1.0

0.5

14
～
18
.9

19
～
20
.9

21
～
22
.9

23
～
24
.9

25
～
26
.9

27
～
29
.9

30
～
39
.9

男　性

ハ
ザ
ー
ド
比

心疾患

脳血管疾患

その他

がん
2.5

2.0

1.5

1.0

0.5

14
～
18
.9

19
～
20
.9

21
～
22
.9

23
～
24
.9

25
～
26
.9

27
～
29
.9

30
～
39
.9

女　性

心疾患

脳血管疾患

その他

がん

　BMI＝23.0〜24.9 kg/m2 の群に比較したハザード比。追跡開始時年齢＝40〜103 歳、平均追跡年数＝12.5
年、対象者数（解析者数）＝男性 162,092 人、女性 191,330 人、死亡者数（解析者数）＝男性 25,944 人、女性
16,036 人、調整済み変数＝年齢、喫煙、飲酒、高血圧歴、余暇活動又は身体活動、その他（それぞれのコホート研
究によって異なる）。備考＝追跡開始後５年未満における死亡を除外した解析。

図 6　�主要死因別にみたBMI（kg/m2）と死亡率の関連：BMI が 23.0～24.9 の群
に比べたハザード比：我が国における七つのコホート研究のプール解析 26）

年齢（歳）
総死亡率が最も低かった

BMI（kg/m2）

18〜49 18.5〜24.9

50〜64 20.0〜24.9

65〜74 22.5〜27.4

75 以上 22.5〜27.4
1　 男女共通。

　�観察疫学研究において報告された総死亡率
が最も低かったBMI の範囲（18 歳以上）1

表 1

　しかし、図 7に示すように、日本人の BMI の実態から、総死亡率が最も低かった BMI の範囲
について、範囲を下回る者、範囲内の者、範囲を上回る者の割合を見ると、65 歳以上の高齢者で
実態との乖離が見られる。
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　平成 28 年国民健康・栄養調査による。点線四角内が、観察疫学研究において報告された総死亡率が最も低かった
BMI の範囲。
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図 7　性・年齢階級別BMI の分布

3─2─4　目標とする BMI の範囲
　観察疫学研究の結果から得られた総死亡率、疾患別の発症率と BMI との関連、死因と BMI との
関連、さらに、日本人の BMI の実態に配慮し、総合的に判断した結果、当面目標とする BMI の範
囲を表 2のとおりとした。特に 65 歳以上では、総死亡率が最も低かった BMI と実態との乖離が見
られるため、フレイルの予防及び生活習慣病の発症予防の両者に配慮する必要があることも踏ま
え、当面目標とする BMI の範囲を 21.5〜24.9 kg/m2 とした。しかしながら、総死亡率に関与す
る要因（生活習慣を含む環境要因、遺伝要因等）は数多く、体重管理において BMI だけを厳格に
管理する意味は乏しい。さらに、高い身体活動は肥満の予防や改善の有用な方法の一つであり 7）、
かつ、高い身体活動は体重とは独立して総死亡率の低下に関連することも明らかにされてい
る 9，10）。したがって、BMI は、あくまでも健康を維持し、生活習慣病の発症予防を行うための要素
の一つとして扱うに留めるべきである。特に、65 歳以上では、介護予防の観点から、脳卒中を始め
とする疾病予防とともに、低栄養との関連が深い高齢によるフレイルを回避することが重要である
が、様々な要因がその背景に存在することから、個々人の特性を十分に踏まえた対応が望まれる。
　例えば、後述する基礎代謝基準値及び参照身長を用い、身体活動レベルをふつう（II）としてエ
ネルギー必要量を計算すると、18〜29 歳、30〜49 歳、50〜64 歳でそれぞれ、男性で 2,450〜
2,900、2,450〜2,900、2,350〜2,800 kcal/日、女性で 1,800〜2,100、1,850〜2,200、1,800
〜2,100 kcal/日となり、幅があることが分かる。さらに、同じ BMI 又は体重でも、エネルギー
必要量には無視できない個人差が存在することに注意すべきである。
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年齢（歳） 目標とするBMI（kg/m2）

18〜49 18.5〜24.9

50〜64 20.0〜24.9

65〜743 21.5〜24.9

75 以上3 21.5〜24.9

　目標とするBMI の範囲（18 歳以上）1，2表 2

1　男女共通。あくまでも参考として使用すべきである。
2　 観察疫学研究において報告された総死亡率が最も低かった BMI を基に、疾患別の発症率と BMI の関連、死因と

BMI との関連、喫煙や疾患の合併による BMI や死亡リスクへの影響、日本人の BMI の実態に配慮し、総合的に
判断し目標とする範囲を設定。

3　 高齢者では、フレイルの予防及び生活習慣病の発症予防の両者に配慮する必要があることも踏まえ、当面目標と
する BMI の範囲を 21.5〜24.9 kg/m2 とした。

3─3　重症化予防
3─3─1　発症予防との違い
　既に何らかの疾患を有する場合は、その疾患の重症化予防を他の疾患の発症予防よりも優先させ
る必要がある場合が多い。この場合は、望ましい体重の考え方もその値も優先させるべき疾患によ
って異なる。

3─3─2　食事アセスメントの過小評価を考慮した対応の必要性
　前述（『Ⅰ 総論、4 活用に関する基本的事項』の 4─2 を参照）のように、種々の食事アセスメン
トは、日間変動による偶然誤差の他、系統誤差として過小申告の影響を受け、集団レベルでは実際
のエネルギー摂取量を過小評価するのが一般である。食事指導においても、指導を受ける者に同等
の過小評価が生じている可能性を考慮した対応が必要である。

3─3─3　減量や肥満の是正への考え方
　高血圧、高血糖、脂質異常の改善・重症化予防に、減量や肥満の是正が推奨されている。生活習
慣修正（食事や運動）の介入研究においては、一般に体重減少率と生活習慣病関連指標の改善率が
よく関連する 53）。必要な減量の程度は高血圧では４ kg と指摘されており 54，55）、これは対象集団
の平均体重が 80〜92 kg なので約５％ の減量に相当する。血圧正常高値を対象にした減量による
高血圧予防効果を検討した総説でも、５〜10％ の減量が有効と結論している 56）。内臓脂肪の減少
と血糖（糖尿病患者を除く）、インスリン感受性、脂質指標、血圧の改善の関係を見ると、指標の
有意な改善を認めた研究の内臓脂肪の減少率は平均 22〜28％、体重減少率で７〜10％ に相当す
る 57）。さらに、特定保健指導の終了者 3,480 人を対象にした検討では、指導後６か月で３％ 以上
の体重減少を認めた者では、特定健診の全ての健診項目の改善が認められた 58）。肥満者では、発
症予防を目標とする BMI の範囲まで減量しなくても、上記の程度の軽度の減量を達成し、それを
維持することが重症化予防の観点では望ましい。
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3─3─4　エネルギー摂取制限と体重減少（減量）との関係（理論的なモデルの考察）
　エネルギー出納が保たれ体重が維持された状態にある多人数の集団で、二重標識水法によるエネ
ルギー消費量と体重の関係を求めた検討によれば、両者の間に次の式が成り立っていた 59）。

ln（W）＝0.712×ln（E）＋0.005×H＋0.004×A＋0.074×S－3.431

ここで、ln：自然対数、E：エネルギー消費量（kJ/日）＝エネルギー摂取量（kJ/日）、 
H：身長（cm）、A：年齢（歳）、S：性（男性＝０、女性＝１）。

　ここで、両辺の指数を取り、同じ身長、同じ年齢、同じ性別の集団を考えれば、身長、年齢、性
別の項は両辺から消去されることによってこの影響はなくなる。個人が異なるエネルギー摂取量を
変化させた場合にも、理論的にはこの式が適用できると考えられる。この式から次の式が得られる。

⊿W＝0.712×⊿E

ここで、⊿W：体重（kg）の変化を初期値からの変化の割合で表現したもの（％）、 
⊿E：エネルギー消費量（kJ/日）の変化を初期値からの変化の割合で表現したもの（％）。

　例えば、エネルギー消費量（＝エネルギー摂取量）を 10％ 減少させた場合に期待される体重の
減少はおよそ７％ となる。
　【計算例】体重が 76.6 kg、エネルギー消費量＝エネルギー摂取量＝2,662 kcal/日の個人がいた
とする（これは上記の論文の対象者の平均体重及び平均エネルギー消費量である 59））。この個人が
100 kcal/日だけエネルギー摂取量を減らしたとする。

エネルギー摂取量の変化（減少）率＝100/2,662≒3.76％

期待される体重変化（減少）率＝3.76×0.7≒2.63％

期待される体重変化（減少）量＝76.6×（2.63/100）≒2.01�kg

　ところで、エネルギー消費量には成人男性でおよそ 200 kcal/日の個人差が存在すると報告され
ている 3）。また、個人のエネルギー消費量を正確に測定することは極めて難しい。そこで、エネル
ギー消費量が仮に 2,462〜2,862 kcal/日の範囲にあると推定し、期待される体重変化（減少）量
を計算すると、1.87〜2.18 kg となる。逆に、期待される体重変化（減少）量を２ kg にするため
には、エネルギー摂取量の変化（減少）が 92〜107 kcal/日であることになる。
　なお、脂肪細胞１ g が７ kcal を有すると仮定すれば、100 kcal/日のエネルギー摂取量の減少
は 14.3 g/日の体重減少、つまり、5.21 kg/年の体重減少が期待できるが、上記のようにそうはな
らない。これは、一つには、体重の減少に伴ってエネルギー消費量も減少するためであると考えら
れる。体重の変化（減少）は徐々に起こるため、それに呼応してエネルギー消費量も徐々に減少す
る。そのため、時間経過に対する体重の減少率は徐々に緩徐になり、やがて、体重は減少しなくな
る。この様子は、理論的には図 8のようになると考えられる。
　さらに、体重の減少に伴ってエネルギー摂取量が増加する（食事制限が緩む）可能性も指摘され
ている 60，61）。したがって、現実的には以下の点に留意が必要である。まず、大きな減量を目指し
て食事制限を開始しても、減量に伴ってエネルギー消費量と消費量の両方が変化するため、少ない
体重減少で平衡状態となることである。厳しい食事制限が減量とともに緩んで約 100 kcal/日の食
事制限となり、２ kg 程度の減量に落ち着くものと考えられる。また、現実的にはその他の種々の
行動学的な要因の影響を受けて計画どおりには減量できないことも多い。そのため、一定期間ごと
に体重測定を繰り返し、その都度、減少させるべきエネルギー量を設定し直すことが勧められる。
その期間は、個別に種々の状況を考慮し、柔軟に考えられるべきであるが、体重減少を試みた介入
試験のメタ・アナリシスによると、介入期間の平均値はおよそ４か月間であった 62）。運動で体重減
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少を試みた介入試験のメタ・アナリシスでも、４か月間以下では、運動量に応じた体重減少が得ら
れるが、６か月以上では減量が頭打ちになる現象が観察されている 63）。どの程度の期間ごとに体
重測定を行って減量計画を修正していくかを決めるに当たり、以上のことが参考になるかもしれな
い。

　体重が 76.6 kg、エネルギー消費量＝エネルギー摂取量＝2,662 kcal/日の個人がいたとする（これは上記の論文
の対象者の平均体重並びに平均エネルギー消費量である 59））。この個人が 100 kcal/日のエネルギー摂取量を減らし
たとすると、次のような変化が期待される。

　エネルギー摂取量の変化（減少）率＝100/2,662≒3.76％
　体重変化（減少）率＝3.76×0.7≒2.63％
　体重変化（減少）量＝76.6×（2.63/100）≒2.01 kg　…この点は settling point と呼ばれる。

　脂肪細胞 1 g がおよそ 7 kcal を有すると仮定すれば、単純には、100 kcal/日のエネルギー摂取量の減少は 14.3 
g/日の体重減少、つまり、5.21 kg/年の体重減少が期待できる。しかし、体重の変化（減少）に呼応してエネル
ギー消費量が減少するため、時間経過に対する体重の減少率は徐々に緩徐になり、やがて、ある時点（settling 
point）において体重は減少しなくなり、そのまま維持される。実際には、体重の変化（減少）に伴い、食事制限
も緩んでいく 58，59）ため、図 8よりも体重減少の曲線はより急激に緩徐となる。当初は、100 kcal/日以上のエネル
ギー摂取量の制限で開始しても、最終的に 100 kcal/日の制限まで増加して、２ kg の減量が達成、維持されること
になる。

－2.0 kg

－5.21 kg －100x365＝－36,500 kcal

－100÷7≒－14 g

図 8　エネルギー摂取量を減少させたときの体重の変化（理論計算結果）

3─4　特別の配慮を必要とする集団
　高齢者、乳児、小児、妊婦などでは、それぞれ特有の配慮が必要となる。また、若年女性はやせ
の者の割合が高く、平成 29 年国民健康・栄養調査では 18〜29 歳の女性で 20.9％ となっている。
若年女性のやせ対策として、より早い年齢からの栄養状況の精査と対応が必要である。

3─4─1　高齢者
　高齢者では、基礎代謝量、身体活動レベルの低下により、エネルギー必要量が減少する。同じ
BMI（体重）を維持する場合でも、身体活動レベルが低いとエネルギー摂取量は更に少なくなり

（参考表 2）、たんぱく質や他の栄養素の充足がより難しくなる 11，12）。身体活動量を増加させ、多
いエネルギー消費量と摂取量のバランスにより望ましい BMI を維持することが重要である。身体
活動量の低下は、フレイルの表現型であり 64）原因でもある。
　なお、高齢者では、BMI の評価に当たり、脊柱や関節の変形による身長短縮 65）が影響すること
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も考慮しておく。体組成評価の必要性も指摘される 66─68）が、近年では筋力などを重視する考え
方 69）もあり、現場で評価可能な指標について更に検討が必要である。

3─4─2　乳児・小児
　乳児・小児では、成長曲線に照らして成長の程度を確認する。成長曲線は、集団の代表値であっ
て、必ずしも健康か否かということやその程度を考慮したものではない。しかし、現時点では成長
曲線を参照し、成長の程度を確認し、判断するのが最も適当と考えられる。
　成長曲線は、一時点における成長の程度（肥満・やせ）を判別するためよりも、一定期間におけ
る成長の方向（成長曲線に並行して成長しているか、どちらかに向かって遠ざかっているか、成長
曲線に向かって近づいているか）を確認し、成長の方向を判断するために用いるのに適している。

3─4─3　妊婦
　妊婦の体重は妊娠中にどの程度増加するのが最も望ましいかについては、数多くの議論がある。
それは、望ましいとする指標によっても異なる。詳しくは、『2 対象特性、2─1 妊婦・授乳婦、2─
3 妊娠期の適正体重増加量』を参照のこと。

3─4─4　若年女性
　我が国の若年女性は、やせの者の割合が高い。国民健康・栄養調査によれば、20 歳代女性のやせ
の者（BMI＜18.5）の割合は、1990 年代初頭に 20％ 台前半に達し、以降はばらつきがあるもの
の横ばい傾向である（図 9）。若年女性の低体重は骨量低下を来しやすく、将来の骨粗鬆症のリス
クとなる 70─72）。また、20 歳代以降は、女性も男性と同様に平均 BMI が増加し、肥満者（BMI≧
25）の割合が増加し、やせの者の割合が減少している（図 9）。平均 BMI の増加は、高齢期にお
いて死亡率の低い BMI の範囲に移行する望ましい変化の可能性もあるが、やせの体重増加は、サ
ルコペニア肥満を招き、インスリン抵抗性と関連する代謝異常 73）や高齢期の ADL 低下 74）の原
因となる可能性もある。若年女性のやせは、出生コホートの影響 75）（図 9）や小児から思春期の
BMI の増加不良（図 10）など、より早い年齢からの栄養状況の精査と対応が必要である。また、
原因についても更に研究が必要である。
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　国民健康・栄養調査の各年齢階級のやせの者の割合のデータを、10 年ずつずらして、出生年が同じ範囲の集団
（出生コホート）が縦に並ぶようプロットした（折れ線グラフの途中に、測定年を表わすマークを 10 年ごとに入れ
てある）。やせの者の割合は各年齢階級で同時に変化しておらず、出生年で揃えるとやせの者の割合の変化パターン
がよく一致する。なお、同じ出生コホートで見ると、年齢階級が上がるにつれやせの者の割合は減少している。
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図 9　女性のやせの者の割合の推移（1980～2017 年国民健康・栄養調査、20～69 歳）

　国民健康・栄養調査における１〜25 歳の平均身長と体重から BMI を計算した。ある出生年のコホートは毎年１歳
ずつ年齢が上がるので、毎年の国民健康・栄養調査データから、１歳ずつ上の年齢の BMI のデータをつないでいき、
出生コホート別に BMI の成長曲線を描いた 76）。
　小児期の加齢に伴う皮脂厚の変化と BMI は同じ経過で変化する。そこで、個人の成長に伴う体脂肪量の変化を同
年齢の集団の中の位置（パーセンタイル）で見るため、BMI の成長曲線が小児で用いられることがある。BMI は
生後１年間増加し、その後は減少する。そして、６歳頃（３〜８歳）より再び急速に増加する。この BMI の再上
昇を adiposity rebound（体脂肪リバウンド）と呼ぶ 77）。Adiposity rebound が早い年齢で起きた者は、その後
は成長が終わるまでほとんど同じパーセンタイルの曲線に沿って変化し、成長し終わった時点で高い BMI になる
とされる 77）。実際に、国民健康・栄養調査のデータから求めた１〜25 歳男性の BMI の成長曲線は、出生年が後の
集団ほど adiposity rebound が早期に出現し、その後は高い BMI で推移している。しかし女性では、adiposity 
rebound が早期化しているにもかかわらず、10 歳前後から BMI 増加が鈍化し、10 歳代後半以降は低い BMI とな
り、若年女性のやせにつながっている 76，78）。
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図 10　出生コホート別にみた adiposity�rebound とその後のBMI の推移
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4　今後の課題
　エネルギーについて、健康の保持・増進、生活習慣病の発症予防の観点から、エネルギーの摂取
量及び消費量のバランスの維持を示す指標として、BMI を採用しているが、目標とする BMI の設
定方法については、引き続き検証が必要である。また、目標とする BMI に見合うエネルギー摂取
量についての考え方、健康の保持・増進、生活習慣病の発症予防の観点からは、身体活動の増加も
望まれることから、望ましいエネルギー消費量についての考え方についても、整理を進めていく必
要がある。
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〈参考資料〉　エネルギー必要量

1　基本的事項
　エネルギー必要量は、WHO の定義に従い、「ある身長・体重と体組成の個人が、長期間に良好
な健康状態を維持する身体活動レベルのとき、エネルギー消費量との均衡が取れるエネルギー摂取
量」と定義する 79）。さらに、比較的に短期間の場合には、「そのときの体重を保つ（増加も減少も
しない）ために適当なエネルギー」と定義される。
　また、小児、妊婦又は授乳婦では、エネルギー必要量には良好な健康状態を維持する組織沈着あ
るいは母乳分泌量に見合ったエネルギー量を含む。
　エネルギー消費量が一定の場合、エネルギー必要量よりもエネルギーを多く摂取すれば体重は増
加し、少なく摂取すれば体重は減少する。したがって、理論的にはエネルギー必要量には「範囲」
は存在しない。これはエネルギーに特有の特徴であり、栄養素と大きく異なる点である。これは、
エネルギー必要量には「充足」という考え方は存在せず、「適正」という考え方だけが存在するこ
とを意味する。その一方で、後述するように、エネルギー必要量に及ぼす要因は性・年齢階級・身
体活動レベル以外にも数多く存在し、無視できない個人間差としてそれは認められる。したがっ
て、性・年齢階級・身体活動レベル別に「適正」なエネルギー必要量を単一の値として示すのは困
難であり、同時に、活用の面からもそれはあまり有用ではない。

2　エネルギー必要量の測定値
　自由な生活下におけるエネルギー必要量を正確に測定するのは極めて難しく、二重標識水法を除
けば、後述するように他のいずれの方法を用いてもかなりの測定誤差が存在する。
　成人（妊婦、授乳婦を除く）で短期間に体重が大きく変動しない場合には、

エネルギー消費量＝エネルギー摂取量＝エネルギー必要量

が成り立つ。
　自由な生活を営みながら一定期間のエネルギー消費量を最も正確に測定する方法は、現時点では
二重標識水法である 2）。二重標識水法は一定量の二重標識水（重酸素と重水素によって構成される
水）を対象者に飲ませ、尿中に排泄される重酸素と重水素の濃度の比の変化量からエネルギー消費
量を算出する方法である。

2─1　エネルギー必要量の集団平均値（測定値）
　二重標識水法を用いて１歳以上の健康な集団を対象としてエネルギー消費量を測定した世界各国
で行われた 139 の研究結果を用いて、年齢とエネルギー消費量の関連をまとめると図 11のように
なる 80─85）。各点は各研究で得られた測定値の平均値（又はそれに相当すると判断された値）であ
る。妊娠中の女性又は授乳中の女性を対象とした研究、集団の BMI の平均値が 18.5 kg/m2 未満
か 30 kg/m2 以上であった研究、集団の身体活動レベルの平均値が 2.0 以上であった研究、性別が
不明な研究、開発途上国の成人（この図では 20 歳以上）集団を対象とした研究は除外した。
図 11のエネルギー消費量は、体重 1 kg 当たりの値（kcal/kg 体重/日）で表示してある。なお、
日本人を測定した研究が二つ含まれている 86，87）。
　エネルギー消費量は、単純に体重にのみ比例するものではない。しかし、肥満又はやせの者が中
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心となって構成された集団ではなく、かつ、比較的に狭い範囲の身体活動レベルを有する者によっ
て構成される集団の平均値では、図 11のように、年齢との間に比較的に強い関連が認められる。

　集団ごとに、エネルギー消費量の平均値が kcal/日で示され，体重の平均値が別に報告されている場合は、エネ
ルギー消費量を体重の平均値で除してエネルギー消費量（kcal/kg 体重/日）の代表値とした。二重標識水を用いた
139 の研究のまとめ。次の研究は除外した：開発途上国で行われた研究、妊娠中の女性や授乳中の女性を対象とし
た研究、集団の BMI の平均値が 18.5 未満又は 30 kg/m2 以上であった研究、集団の身体活動レベル（PAL）の平
均値が 2.0 以上であった研究、性別が不明な研究
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図 11　年齢別に見たエネルギー消費量（kcal/kg 体重/日）（集団代表値）

2─2　エネルギー必要量の個人間差
　性、年齢、体重、身長、身体活動レベルが同じ集団におけるエネルギー必要量の個人間差は、実
験上の変動（二重標識水法の測定誤差など）も考慮した場合、19 歳以上で BMI が 18.5 kg/m2 以
上かつ 25.0 kg/m2 未満の集団で、標準偏差として男性が 199 kcal/日、女性が 162 kcal/日と報
告されている 3）。これは、BMI が 25.0 kg/m2 以上の集団でもほぼ同じ値であった 3）。また、３
〜18 歳では、対象者を BMI が 85 パーセンタイル値以内に含まれる対象者に限ると、男児が 58 
kcal/日、女児が 68 kcal/日と報告されている 3）。
　エネルギー必要量の分布を正規分布と仮定すると、例えば成人男性の場合、真のエネルギー必要
量が推定エネルギー必要量±200 kcal/日（幅として 400 kcal/日）の中に存在する者は全体の７ 
割程度に留まり、残りの３割の者のエネルギー必要量はそれよりも多いか又は少ないと推定され
る。これは、エネルギー必要量の個人間差の大きさを示していると理解される。
　我が国の成人を対象とした同様の研究によると、それぞれ 399 kcal/日、311 kcal/日と報告さ
れているが、これは集団の単純な標準偏差であり、年齢、身体活動レベル、測定誤差などに起因す
る誤差も含んでいるため、純粋な個人間差としての標準偏差よりもかなり大きな数値となっている
ものと考えられる 88）。
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3　エネルギー必要量の推定方法
　上述のように、自由な生活下においてエネルギー消費量を正確に測定できる方法は、現在のとこ
ろ二重標識水法だけであるが、この方法による測定は高価であり、特殊な測定機器も必要であるた
め、広く用いることはできない。そこで、他の方法を用いてエネルギー必要量を推定する試みが数
多く行われており、それは二つに大別できる。一つは、食事アセスメントによって得られるエネル
ギー摂取量を用いる方法であり、他の一つは、身長、体重などから推定式を用いて推定する方法で
ある。

3─1　食事アセスメントによって得られるエネルギー摂取量を用いる方法
　体重が一定の場合は、理論的には、エネルギー摂取量＝エネルギー必要量である。したがって、
理論的にはエネルギー摂取量を測定すればエネルギー必要量が推定できる。しかし、特殊な条件下
を除けば、エネルギー摂取量を正確に測定することは、過小申告と日間変動という二つの問題の存
在のために極めて困難である。
　過小申告は系統誤差の一種であり、集団平均値など集団代表値を得たい場合に特に大きな問題と
なる（『Ⅰ 総論、4 活用に関する基本的事項』の４─２を参照）。原因は理論的に異なるが、食習慣
を尋ねてエネルギー摂取量を推定する質問紙法でも系統的な過小申告が認められることが多い 87）。
二重標識水法による総エネルギー消費量の測定と同時期に食事アセスメントを行った 81 研
究 87，89─168）では、第三者が摂取量を観察した場合を除き、通常のエネルギー摂取量を反映する総
エネルギー消費量に対して、食事アセスメントによって得られたエネルギー摂取量は総じて小さい

（図 12）。また、BMI が大きくなるにつれて、過小評価の程度は甚だしくなる。
　一方、日間変動は偶然誤差の性格が強く、一定数以上の対象者を確保できれば、集団平均値への
影響は事実上無視できる（注意：標準偏差など、分布の幅に関する統計量には影響を与えるために
注意を要する）。また、個人の摂取量についても、長期間の摂取量を調査できれば、偶然誤差の影
響は小さくなり、その結果、習慣的な摂取量を知り得る。しかし、日本人成人を対象とした研究に
よると、個人の習慣的な摂取量の±５％ 以内（エネルギー摂取量が 2,000 kcal/日の場合は 1,900
〜2,100 kcal/日となる）の範囲に観察値の 95％ 信頼区間を収めるために必要な調査日数は 52〜
69 日間と報告されている 169）。これほど長期間の食事調査は事実上、極めて困難である。
　以上の理由により、食事アセスメントによって得られるエネルギー摂取量を真のエネルギー摂取
量と考えるのは困難であり、したがって、栄養に関する実務に用いるのも困難である。
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　健康な者を対象として食事アセスメントによって得られたエネルギー摂取量と二重標識水法によって測定された
総エネルギー消費量を評価した 81 の研究における BMI（kg/m2）とエネルギー摂取量/総エネルギー消費量（％）
の関連
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図 12　食事アセスメントの過小評価

3─2　推定式を用いる方法
　個人のエネルギー必要量に関連する主な要因として次の五つ（又は四つ）の存在が数多くの研究
によって指摘されている：性、年齢（又は年齢階級）、体重、身長〔体重と身長に代えて体格

（BMI）が用いられる場合もある〕、身体活動レベル（後述する）。
　すなわち、エネルギー必要量の推定値（推定エネルギー必要量）は、

推定エネルギー必要量＝（性、年齢、体重、身長、身体活動レベル）の関数

となる。この中のいずれかの変数を含まない場合や、体重と身長に代えて体格（BMI など）を用
いる場合もある。
　また、身体活動レベルは、推定エネルギー必要量÷基礎代謝量 と定義されているので、基礎代
謝量と身体活動レベルをそれぞれ独立に推定し、この式を利用して推定エネルギー必要量を求める
方法もある。この場合、基礎代謝量を

基礎代謝量＝（性、年齢、体重、身長）の関数

として推定した上で、得られた基礎代謝量を上式に代入して、エネルギー消費量を推定する。この
場合の注意点は、推定が二つの段階を経るために、推定誤差が大きくなる恐れがあることである。
　いずれの方法を用いる場合でも、基礎代謝量と身体活動レベル双方の推定精度に注意すべきであ
る。

3─2─1　推定式に基礎代謝を用いない方法
　二重標識法によって得られたエネルギー消費量を基に開発された推定式としては、例えば、アメ
リカ・カナダの食事摂取基準で紹介されている次の式がある 3）。
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２歳未満� ：TEE＝89×H－100

３～18 歳の男児�：TEE＝88.5－61.9×A＋PAL×（26.7×W＋903×H）

３～18 歳の女児�：TEE＝153.3－30.8×A＋PAL×（10.0×W＋934×H）

19 歳以上の男性：TEE＝662－9.53×A＋PAL×（15.9×W＋540×H）

19 歳以上の女性：TEE＝354－6.91×A＋PAL×（9.36×W＋726×H）

ここで、TEE：推定したいエネルギー必要量、A：年齢（歳）、PAL：身体活動レベル（表 3による
分類を用いる）、W：体重（kg）、H：身長（m）。

　�アメリカ・カナダの食事摂取基準で引用されているエネルギー必要量の推定
式で用いられている身体活動レベル（PAL）の係数

非活動的 活動的（低い） 活動的（ふつう） 活動的（高い）

PAL1 1.25（1.0～1.39） 1.5（1.4～1.59） 1.75（1.6～1.89） 2.2（1.9～2.5）

男　児 1.00 1.13 1.26 1.42

女　児 1.00 1.16 1.31 1.56

成人男性 1.00 1.11 1.25 1.48

成人女性 1.00 1.12 1.27 1.45
1　代表値（範囲）。

表 3

　上記の式は、19 歳以上では BMI が 18.5 kg/m2 以上かつ 25.0 kg/m2 以下に、18 歳以下では
身長に対する体重の分布がアメリカ人集団の５パーセンタイル以上かつ 85 パーセンタイル以下の
者の測定結果のみを用いて作成されているため、日本人への利用可能性も高いものと考えられる。
しかし、具体的な利用可能性は不明である。また、この式でも身体活動レベルの係数を正しく選択
することは難しいと考えられる。

3─2─2　推定式に基礎代謝を用いる方法
●基礎代謝量

　基礎代謝量とは、覚醒状態で必要な最小源のエネルギーであり、早朝空腹時に快適な室内（室温
など）において安静仰臥位・覚醒状態で測定される。
　一方、直接測定ではなく、性、年齢、身長、体重などを用いて推定する試み（推定式の開発）も
数多く行われている。主なものを表 4に示す 170）。健康な日本人を用いてこれらの推定式の妥当性
を調べた研究によると、国立健康・栄養研究所の式 171）は広い年齢範囲で比較的に妥当性が高く

（表 4）、Harris-Benedict の式は全体として過大評価の傾向にある（特に全年齢階級の女性と 20
〜49 歳の男性で著しい）と報告されている 4）。
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　基礎代謝量の主な推定式

名　称 年齢（歳） 推定式（kcal/日）：上段が男性、下段が女性

基礎代謝基準値 ─ ─

国立健康・栄養研究所
の式（Ganpule の式）

20〜741

（18〜29）
（0.0481×W＋0.0234×H－0.0138×A－0.4235）×1,000/4.186
（0.0481×W＋0.0234×H－0.0138×A－0.9708）×1,000/4.186

Harris-Benedict の式 ─ 66.4730＋13.7516×W＋5.0033×H－6.7550×A
655.0955＋9.5634×W＋1.8496×H－4.6756×A

Schofield の式

18〜29 （0.063×W＋2.896）×1,000/4.186
（0.062×W＋2.036）×1,000/4.186

30〜59 （0.048×W＋3.653）×1,000/4.186
（0.034×W＋3.538）×1,000/4.186

60 以上 （0.049×W＋2.459）×1,000/4.186
（0.038×W＋2.755）×1,000/4.186

FAO/WHO/UNU
の式

18〜29 （64.4×W－113.0×H/100＋3,000）/4.186
（55.6×W＋1,397.4×H/100＋148）/4.186

30〜59 （47.2×W＋66.9×H/100＋3,769）/4.186
（36.4×W＋104.6×H/100＋3,619）/4.186

60 以上 （36.8×W＋4,719.5×H/100－4,481）/4.186
（38.5×W＋2,665.2×H/100－1,264）/4.186

略号）　W：体重（kg）、H：身長（cm）、A：年齢（歳）。
1　推定式は 20〜74 歳の集団で作成され 171），18〜79 歳の集団で妥当性が確認されている 4）。

表 4

●身体活動レベル
身体活動レベル＝エネルギー消費量÷基礎代謝量

として求める以外には、身体活動レベルは身体活動記録法によって得られる。しかし、身体活動記
録法によって得られたエネルギー消費量は、二重標識水法で得られたエネルギー消費量よりも系統
的に少なめに見積もられることが知られている。幼児・小児を対象とした 34 の研究をまとめた結
果によると、12±9％（平均±標準偏差）（負の値は過小見積もりであることを示す）と報告され
ている 80）。
　さらに、数値としてではなく、身体活動レベルを区分として見積もる（例えば、身体活動レベル
の強度別に 3 分類する）試みも数多く報告されている。身体活動レベルが「高」の人をそれ以外
の身体活動レベルの者から分けることは可能であるが、身体活動レベルが「中」の人と「低」の人
を分別することは難しいとの報告がある 88）。また、更に大雑把に、労働形態を中心に身体活動の
種類を定性的に記し、代表的な PAL の値をそれに与える試みも行われている 172）。いずれにして
も、エネルギー必要量の推定に身体活動レベルを用いる場合は、その測定精度の存在とその程度に
十分に留意しなければならない。

4　推定エネルギー必要量の算定方法

4─1　算定方法の基本的な考え方
　体重が不変で体組成に変化がなければ、エネルギー摂取量はエネルギー消費量に等しく、総エネ
ルギー消費量は二重標識水法で評価が可能である。これに対し、前述のように、種々の食事アセス
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メントは、日間変動による偶然誤差のほか、系統誤差として一般に過小申告の影響を受ける。した
がって、推定エネルギー必要量は、食事アセスメントから得られるエネルギー摂取量を用いず、総
エネルギー消費量の推定値から求める。
　成人（妊婦、授乳婦を除く）では、推定エネルギー必要量を以下の方法で算出した。

推定エネルギー必要量＝基礎代謝基準値（kcal/kg 体重/日）×参照体重（kg）×身体活動レベル

　また、小児、乳児、及び妊婦、授乳婦では、これに成長や妊娠継続、授乳に必要なエネルギー量
を付加量として加える。
　性・年齢階級・身体活動レベル別に推定エネルギー必要量を、参考表 2のように算定した。以
下、算定に用いた因子について順に述べる。

4─2　基礎代謝基準値
　基礎代謝基準値は、1980 年以降我が国で測定された 50 研究における基礎代謝測定値

（図 13）4，171，173─220）を踏まえて表 5とした。具体的には、各年齢層で重みづけをせずに平均値を
求め、65〜74 歳男性は前後の年齢層から内挿して算出した。また、75 歳以上男性は 21.5 kcal/
kg 体重/日、50 歳以上の女性は 20.7 kcal/kg とした。これは、70 歳以上の測定値が、高齢者施
設に入所している全身状態のよい者を対象とした成績が主であるためである。今後、この年齢層、
特に 75 歳以上男性の基礎代謝量に関するデータの収集が必要である。
　この基礎代謝基準値は、参照体位において推定値と実測値が一致するように決定されている。そ
のため、基準から大きく外れた体位で推定誤差が大きくなる。日本人でも、肥満者で基礎代謝基準
値を用いると、基礎代謝量を過大評価する 221）。逆に、やせの場合は基礎代謝量を過小評価する。
この過大評価あるいは過小評価した基礎代謝量に身体活動レベルを乗じて得られた推定エネルギー
必要量は、肥満者の場合は真のエネルギー必要量より大きく、やせでは小さい可能性が高く、この
推定エネルギー必要量を用いてエネルギー摂取量を計画すると肥満者では体重が増加し、やせの者
では体重が減少する確率が高くなる。
　年齢、性別、身長、体重を用いた日本人の基礎代謝量の国立健康・栄養研究所の推定式

（表 4）171）は、BMI が 30 kg/m2 程度までならば体重による系統誤差を生じないことが示されて
おり 4）、BMI が 25〜29.9 kg/m2 の肥満者では、この推定式で基礎代謝量の推定が可能である。
　なお、基礎代謝量は体重よりも除脂肪量と強い相関が見られ 171，185，195）、今後、適切な身体組成
の評価により、精度高く基礎代謝量が推定できる可能性がある。
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　参照体重における基礎代謝量

性　別 男　性 女　性

年齢（歳）
基礎代謝基準値

（kcal/kg 体重/日）
参照体重
（kg）

基礎代謝量
（kcal/日）

基礎代謝基準値
（kcal/kg 体重/日）

参照体重
（kg）

基礎代謝量
（kcal/日）

1〜2 61.0 11.5 700 59.7 11.0 660
3〜5 54.8 16.5 900 52.2 16.1 840
6〜7 44.3 22.2 980 41.9 21.9 920
8〜9 40.8 28.0 1,140 38.3 27.4 1,050

10〜11 37.4 35.6 1,330 34.8 36.3 1,260
12〜14 31.0 49.0 1,520 29.6 47.5 1,410
15〜17 27.0 59.7 1,610 25.3 51.9 1,310
18〜29 23.7 64.5 1,530 22.1 50.3 1,110
30〜49 22.5 68.1 1,530 21.9 53.0 1,160
50〜64 21.8 68.0 1,480 20.7 53.8 1,110
65〜74 21.6 65.0 1,400 20.7 52.1 1,080
75 以上 21.5 59.6 1,280 20.7 48.8 1,010

表 5

　集団ごとに、基礎代謝量の平均値が kcal/日で示され、体重の平均値が別に報告されている場合は、基礎代謝量を
体重の平均値で除して基礎代謝量（kcal/kg 体重 /日）の代表値とした。早朝空腹時に臥位で測定したことが明記さ
れた研究とし、次の研究は除外した：有疾患者、運動選手、集団の BMI の平均値が 18.5 未満又は 25 kg/m2 以上、
妊婦、授乳婦を対象とした研究、例数５人未満、男女を合わせたデータ、16.7 kcal/kg/日以下の値を報告している
研究。
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図 13　日本人における基礎代謝量の報告例（集団代表値）
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4─3　身体活動レベル
4─3─1　成人
　成人の身体活動レベルは、健康な日本人の成人（20〜59 歳、150 人）で測定したエネルギー消
費量と推定基礎代謝量から求めた身体活動レベル 88）を用いた。すなわち、男女それぞれの身体活
動レベルから全体の身体活動レベルを求めると 1.72±0.26 となり、レベルⅡに相当する 63 人で
は 1.74±0.26 であった（いずれも平均値±標準偏差）。これを基に３種類の身体活動レベルを設
定した（表 6）。
　身体活動の強度を示す指標には、メッツ値（metabolic equivalent：座位安静時代謝量の倍数
として表した各身体活動の強度の指標）と、Af（activity factor：基礎代謝量の倍数として表し
た各身体活動の強度の指標）がある。絶食時の座位安静時代謝量は、仰臥位で測定する基礎代謝量
よりおよそ 10％ 大きいため 222，223）、メッツ値×1.1≒Af という関係式が成り立つ。健康な成人の
種々の身体活動におけるメッツ値は、一覧表 224）としてまとめられている。
　身体活動レベルの高い者を比較的多く含む日本人成人（平均50.4±17.1歳）の集団の検討では、
三つの身体活動レベル間で、中等度の強度（３〜5.9 メッツ）の身体活動と、仕事中の歩行時間、
それぞれの１日当たりの合計時間に差が見られた（表 6）175）。身体活動 II（ふつう）は、座位中
心の仕事だが、通勤や買物などの移動や家事労働等で１日合計２時間、仕事中の職場内の移動で合
計 30 分程度を費やしている状態といえる。
　一方、上記の検討では、余暇時間の身体活動に費やした時間は三つの身体活動レベルともほぼ０

（ゼロ）であった。したがって、仕事、移動（通勤、買物）、家事に注目し、個々の身体活動に費や
した時間と運動強度から、今後、精度の高い身体活動レベル推定法の開発が望まれる。
　なお、アメリカ・カナダの食事摂取基準 3，222）では、身体活動によるエネルギー消費量を活動記
録で推定する場合、身体活動後の代謝亢進によるエネルギー消費量（excess post-exercise oxy-
gen consumption：EPOC）を当該身体活動中のエネルギー消費量の 15％ と仮定して推定エネ
ルギー必要量の計算に含めている。しかし実際には、日常生活における EPOC は極めて小さ
い 225）。
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　身体活動レベル別に見た活動内容と活動時間の代表例

身体活動レベル 1

低い（Ⅰ） ふつう（Ⅱ） 高い（Ⅲ）

1.50
（1.40～1.60）

1.75
（1.60～1.90）

2.00
（1.90～2.20）

日常生活の内容 2

生活の大部分が座位
で、静的な活動が中
心の場合

座位中心の仕事だが、職場内
での移動や立位での作業・接
客等、通勤・買い物での歩
行、家事、軽いスポーツ、の
いずれかを含む場合

移動や立位の多い仕事へ
の従事者、あるいは、ス
ポーツ等余暇における活
発な運動習慣を持ってい
る場合

中程度の強度（3.0～5.9
メッツ）の身体活動の 1
日当たりの合計時間（時
間/日）3

1.65 2.06 2.53

仕事での1日当たりの合
計歩行時間（時間/日）3

0.25 0.54 1.00

1 代表値。（　）内はおよその範囲。
2　 Black, et al.172）、Ishikawa-Takata, et al.88）を参考に、身体活動レベル（PAL）に及ぼす仕事時間中の労作の

影響が大きいことを考慮して作成。
3 Ishikawa-Takata, et al.175）による。

表 6

4─3─2　高齢者
　成人の中でも高齢者は、他の年代に比べて身体活動レベルが異なる可能性がある。平均年齢 75
歳前後までの健康で自立した高齢者について身体活動レベルを測定した報告（表 7）から、前期高
齢者の体活動レベルの代表値を 1.70 とし、身体活動量で集団を 3 群に分けた検討 240）も参考にし
て、レベル I、レベル II、レベル III を決定した（表 8）。
　70 歳代後半以降の後期高齢者に関する報告は、自立している者と外出できない者の二つに大別
され、身体活動レベルが「高い」に相当する者が想定しづらい年齢層でもある。このため、後期高
齢者についてはレベル I、レベル II のみを決定した（表 8）。レベル I は、自宅にいてほとんど外
出しない者を念頭に置いているが、高齢者施設で自立に近い状態で過ごしている者にも適用できる
値である。
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　高齢者に二重標識水法を用いて身体活動レベルを報告した例（平均±標準偏差）

文献番号 対象者特性 年齢（歳） 性別（人数） BMI（kg/m2） 身体活動レベル

226)
健康な地域在住者を身
体活動レベルで３群に
分けた

61±6
65±5
67±8

男性（6）女性（22）
男性（7）女性（4）
男性（2）女性（7）

25.1±2.7
25.9±1.9
26.2±1.5

2.03±0.14
1.82±0.04
1.62±0.09

227) 運動習慣のない健康な者 65.5±4.3 女性（72） 25.6±3.5 1.69

228) 肥満者 65〜96
65〜96

男性（61）
女性（50）

28.4±2.77
28.2±2.90

1.54
1.47

229) 健康な者 60〜≥ 80 女性（450） 1.66

230) 自立生活者 68±4
67±3

男性（21）
女性（20）

26±4
29±5

1.65
1.61

231) 健常高齢者 68.9±6.4
68.8±6.4

男性（12）
女性（17）

26.7±5.3
26±4.7

1.80±0.19
1.73±0.31

232) 自立生活者 72.8±6.1 男性（8） 22.4±2.5 1.4±0.1
233) 健康な者 73±3 女性（10） 1.80±0.19
129) 健康な者 73 男性（3）女性（9） 25±3 1.73±0.25
234) 健康な者 73.4±4.1 男性（19） 1.71±0.32
235) 健康な者 74±6 男性（14）女性（18） 22.5±2.5 2.05
236) 退職者 74.0±4.4 女性（10） 24.1±2.8 1.59±0.19

237) 自立歩行可能で疾患の
ない者 74.7±6.5 男性（12）女性（44） 25.8±4.2 1.72

（1.63〜1.92）1

238)

自立した地域在住者，
7.5 年後の活動レベル
が維持 or 減少で２群に
分けた

73.7±3.1

75.5±3.0

男性（27）女性（22）

男性（18）女性（16）

27.8±4.4

27.8±4.8

1.77

1.69

239)

黒人
白人
黒人
白人

74.8±2.9
75.1±3.2
74.6±3.2
74.6±3.2

男性（72）
男性（72）
女性（67）
女性（77）

27.1±4.5
27.6±4.2
28.6±5.9
26.2±5.3

1.71±0.24
1.74±0.22
1.69±0.24
1.65±0.21

240)
文献 239）の集団を身体
活動のエネルギー消費
で３群に分けた

75.2±2.7
75.1±3.1
74.5±3.3
75.5±3.2
74.6±3.1
74.2±2.7

男性（43）
男性（43）
男性（43）
女性（40）
女性（40）
女性（39）

26.4±4.7
27.9±3.9
27.6±4.1
25.5±4.8
27.9±5.8
27.0±5.5

1.49
1.69
1.95
1.45
1.64
1.90

241) 文献 129）のフォローア
ップ，比較的健康な者 78 男性（2）女性（9） 24.3±2.6 1.74±0.25

242) 文献 239）の集団の一部
８年後に測定

74.7
82.2
74.5
82.0

男性（47）

女性（40）

27.0±4.3
27.1±4.8
28.4±4.5
28.0±4.3

1.77±0.23
1.68±0.21
1.68±0.19
1.67±0.31

243) 在宅者 2 82±3 男性（17） 24.8±3.0 1.6±0.2

244) 地域在住者 83±12
83±11

男性（51）
女性（58）

1.72
1.60

245) 老人ホーム入所者 84±8 男性（8）女性（8） 22.4±4.6 1.54±0.24

220) 介護老人保健施設入所
者 , 要介護度１〜３

80.4±8.3
87.0±5.4

男性（18）
女性（46）

19.4±1.6
20.0±2.6

1.38±0.09
1.38±0.16

246) 自立しているが外出で
きない者も含む 91-96 男性（8）

女性（13）
23.2±2.4
24.2±4.4

1.36±0.21
1.19±0.19

平均±標準偏差
1　（　）内は 25〜75 パーセンタイル。
2　年齢、BMI は 23 人のデータ。

表 7
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4─3─3　小児
　小児の身体活動レベルを二重標識水法で測定した報告に関してシステマティック・レビューを行
い、身体活動レベルについて、運動選手のデータを除き対象者数で重み付けの平均をとった。基礎
代謝を実測した報告 111，247-279）を原則として用いたが、５歳未満は基礎代謝量の推定値を用いて
身体活動レベルを推定した報告 280─287）も利用した。その結果、身体活動レベルは、１〜２歳：
1.36、 ３〜 ５ 歳：1.48、 ６〜 ７ 歳：1.57、 ８〜 ９ 歳：1.62、10〜11 歳：1.63、12〜14 歳：
1.74、15〜17 歳：1.81 で、年齢とともに増加する傾向を示した（図 14）。小児における年齢と
身体活動レベルの関係について 17 の研究結果をまとめた別のメタ・アナリシスでも、年齢ととも
に増加するとしている 288）。これらを参考にして小児の身体活動レベルの代表値を決定した

（表 8）。12〜14 歳、15〜17 歳の代表値は、重み付けの平均値より 0.05 だけ低い値を代表値とし
た。この年齢階級では、運動選手の報告 279）も認められ、また、平成 29 年度体力・運動能力調査
においても１日の運動・スポーツ実施時間の多い者の比率が高い年齢層であり、身体活動レベル II
に相当する代表値は、平均値より低い値が想定されるからである。６歳以降は、身体活動レベルの
個人差を考慮するために、成人と同じ３区分とした。抽出された文献の標準偏差の各年齢階級別に
対象者数で重み付けした平均値は、年齢階級によって 0.17〜0.27 の幅で変動しており、平均値は
0.23 であった。そのため、小児における各区分の身体活動レベルの値は、各年齢階級の「ふつう」
からそれぞれ 0.20 だけ増加又は減少させた値とした。

年齢（歳）
0

2.5
男児 女児
男子運動選手 女子運動選手

男女及び性別不明のデータ

身体活動レベルⅡ（ふつう）

2.0

1.5

1.0
5 10 15 20

図 14　年齢別に見た小児における身体活動レベル
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　年齢階級別に見た身体活動レベルの群分け（男女共通）

身体活動レベル Ⅰ（低い） Ⅱ（ふつう） Ⅲ（高い）

 1 〜 2 （歳） ─ 1.35 ─

 3 〜 5 （歳） ─ 1.45 ─

 6 〜 7 （歳） 1.35 1.55 1.75

 8 〜 9 （歳） 1.40 1.60 1.80

10〜11（歳） 1.45 1.65 1.85

12〜14（歳） 1.50 1.70 1.90

15〜17（歳） 1.55 1.75 1.95

18〜29（歳） 1.50 1.75 2.00

30〜49（歳） 1.50 1.75 2.00

50〜64（歳） 1.50 1.75 2.00

65〜74（歳） 1.45 1.70 1.95

75 以上（歳） 1.40 1.65 ─

表 8

4─4　推定エネルギー必要量
4─4─1　成人
　成人（18 歳以上）では、推定エネルギー必要量（kcal/日）を

推定エネルギー必要量（kcal/日）＝基礎代謝量（kcal/日）×身体活動レベル

として算出した。18〜29 歳女性の参照体重は 15〜17 歳より少ないため、15〜17 歳の参照体重
を用いて算出した。
　なお、生活習慣病の食事指導では、体重当たりの推定エネルギー必要量（kcal/kg 体重/日）が
用いられることが多いので、参考表 2を基に、18 歳以上の年齢層について以下の表にまとめた。
この表からも、体重当たりの総エネルギー必要量は、成人ではおおむね 30〜40 kcal/kg 体重/日
の範囲にある（図 11）ことが分かる。

　　　体重当たりの推定エネルギー必要量

性　別 男　性 女　性

身体活動レベル Ⅰ（低い） Ⅱ（ふつう） Ⅲ（高い） Ⅰ（低い） Ⅱ（ふつう） Ⅲ（高い）

18〜29（歳） 35.5 41.5 47.4 33.2 38.7 44.2

30〜49（歳） 33.7 39.3 44.9 32.9 38.4 43.9

50〜64（歳） 32.7 38.2 43.6 31.1 36.2 41.4

65〜74（歳） 31.3 36.7 42.1 30.0 35.2 40.4

75 以上（歳） 30.1 35.5 ─ 29.0 34.2 ─

参考表 1

4─4─2　小児
　成長期である小児（１〜17 歳）では、身体活動に必要なエネルギーに加えて、組織合成に要す
るエネルギーと組織増加分のエネルギー（エネルギー蓄積量）を余分に摂取する必要がある。その
うち、組織の合成に消費されるエネルギーは総エネルギー消費量に含まれるため、推定エネルギー
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必要量（kcal/日）は、
推定エネルギー必要量（kcal/日）＝�基礎代謝量（kcal/日）×身体活動レベル＋エネルギー蓄積量

（kcal/日）

として算出できる。
　組織増加分のエネルギーは、参照体重から１日当たりの体重増加量を計算し、これと組織増加分
エネルギー密度 222）との積とした。算出方法の詳細は表 9を参照されたい。

　成長に伴う組織増加分のエネルギー（エネルギー蓄積量）

性　別 男　児 女　児

年齢等

（A）
参照
体重
（kg）

（B）
体重
増加量
（kg/年）

組織増加分
（A）
参照
体重
（kg）

（B）
体重
増加量
（kg/年）

組織増加分
（C）

エネルギー
密度

（kcal/g）

（D）
エネルギー
蓄積量

（kcal/日）

（C）
エネルギー
密度

（kcal/g）

（D）
エネルギー
蓄積量

（kcal/日）
 0 〜 5 （月） 6.3 9.4 4.4 115 5.9 8.4 5.0 115
 6 〜 8 （月） 8.4 4.2 1.5 15 7.8 3.7 1.8 20
 9 〜11 （月） 9.1 2.5 2.7 20 8.4 2.4 2.3 15
 1 〜 2 （歳） 11.5 2.1 3.5 20 11.0 2.2 2.4 15
 3 〜 5 （歳） 16.5 2.1 1.5 10 16.1 2.2 2.0 10
 6 〜 7 （歳） 22.2 2.6 2.1 15 21.9 2.5 2.8 20
 8 〜 9 （歳） 28.0 3.4 2.5 25 27.4 3.6 3.2 30
10〜11（歳） 35.6 4.6 3.0 40 36.3 4.5 2.6 30
12〜14（歳） 49.0 4.5 1.5 20 47.5 3.0 3.0 25
15〜17（歳） 59.7 2.0 1.9 10 51.9 0.6 4.7 10

体重増加量（B）は、比例配分的な考え方により、参照体重（A）から以下のようにして計算した。
例：９〜11 か月の女児における体重増加量（kg/年）
X＝〔（９〜11 か月（10.5 か月時）の参照体重）－（６〜８か月（7.5 か月時）の参照体重）〕/〔0.875（歳）－0.625

（歳）〕＋〔（１〜２歳の参照体重）－（９〜11 か月の参照体重）〕/〔２（歳）－0.875（歳）〕
体重増加量＝X/２
　＝〔（8.4－7.8）/0.25＋（11.0－8.4）/1.125）〕/２
　≒ 2.4
組織増加分のエネルギー密度（C）は、アメリカ・カナダの食事摂取基準 220）より計算。
組織増加分のエネルギー蓄積量（D）は、組織増加量（B）と組織増加分のエネルギー密度（C）の積として求めた。
例：９〜11 か月の女児における組織増加分のエネルギー（kcal/日）
　＝〔（2.4（kg/年）×1,000/365 日）〕×2.3（kcal/g）
　＝14.8
　≒15

表 9

4─4─3　乳児
　乳児も小児と同様に、身体活動に必要なエネルギーに加えて、組織合成に要するエネルギーとエ
ネルギー蓄積量相当分を摂取する必要がある。そのうち、組織の合成に消費されたエネルギーは総
エネルギー消費量に含まれるため、推定エネルギー必要量は、

推定エネルギー必要量（kcal/日）＝総エネルギー消費量（kcal/日）＋エネルギー蓄積量（kcal/日）

として求められる。
　乳児の総エネルギー消費量に関して、FAO/WHO/UNU は、二重標識水法を用いた先行研究
で報告された結果に基づき、性及び年齢（月齢）、体重、身長、総エネルギー消費量との関係を
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種々検討した結果、母乳栄養児の乳児期の総エネルギー消費量は、体重だけを独立変数とする次の
回帰式で説明できたと報告している 289，290）。

総エネルギー消費量（kcal/日）＝92.8×参照体重（kg）－152.0

　日本人の乳児について、二重標識水法によって総エネルギー消費量を測定した報告は存在しな
い。そのため、これらの回帰式に日本人の参照体重を代入して総エネルギー消費量（kcal/日）を
求めた。
　エネルギー蓄積量は、小児と同様に、参照体重から１日当たりの体重増加量を計算し、これと組
織増加分のエネルギー密度 280）との積とした（表 9）。
　推定エネルギー必要量を乳児の月齢別（０〜５か月、６〜８か月、９〜11 か月）に示した。な
お、体重変化が大きい０〜５か月において、前半と後半で推定エネルギー必要量に大きな差がある
ことにも留意すべきである。
　また、一般的に人工栄養児は、母乳栄養児よりも総エネルギー消費量が多い 243）ことも留意す
る必要がある。なお、FAO/WHO/UNUは人工栄養児については、下記の回帰式で総エネルギー
消費量を推定できるとしている 289，290）。

総エネルギー消費量（kcal/日）＝82.6×体重（kg）－29.0

4─4─4　妊婦
　妊婦の推定エネルギー必要量は、

妊婦の推定エネルギー必要量（kcal/日）＝�妊娠前の推定エネルギー必要量（kcal/日）＋妊婦のエネル

ギー付加量（kcal/日）

として求められる。
　女性の妊娠（可能）年齢が、推定エネルギー必要量の複数の年齢区分にあることを鑑み、妊婦
が、妊娠中に適切な栄養状態を維持し正常な分娩をするために、妊娠前と比べて余分に摂取すべき
と考えられるエネルギー量を、妊娠期別に付加量として示す必要がある。
　二重標識水法を用いた縦断的研究によると、妊娠中は身体活動レベルが妊娠初期と後期に減少す
るが、基礎代謝量は逆に、妊娠による体重増加により後期に大きく増加する 141，289─294）結果、総
エネルギー消費量の増加率は妊娠初期、中期、後期とも、妊婦の体重の増加率とほぼ一致してお
り、全妊娠期において体重当たりの総エネルギー消費量は、ほとんど差がない。したがって、妊娠
前の総エネルギー消費量（推定エネルギー必要量）に対する妊娠による各時期の総エネルギー消費
量の変化分 289，290）は、妊婦の最終体重増加量 11 kg295）に対応するように補正すると、初期：＋
19 kcal/日、中期：＋77 kcal/日、後期：＋285 kcal/日と計算される。
　また、妊娠期別のたんぱく質の蓄積量と体脂肪の蓄積量 289，290）から、最終的な体重増加量が
11 kg に対応するようにたんぱく質及び脂肪としてのエネルギー蓄積量をそれぞれ推定し、それら
の和としてエネルギー蓄積量を求めた。その結果、各妊娠期におけるエネルギー蓄積量は初期：
44 kcal/日、中期：167 kcal/日、後期：170 kcal/日となる。
　したがって、最終的に各妊娠期におけるエネルギー付加量は、

妊婦のエネルギー付加量（kcal/日）＝�妊娠による総消費エネルギーの変化量（kcal/日）＋エネルギー

蓄積量（kcal/日）

として求められ、50 kcal 単位で丸め処理を行うと、初期：50 kcal/日、中期：250 kcal/日、後
期：450 kcal/日と計算される。
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4─4─5　授乳婦
　授乳婦の推定エネルギー必要量は

授乳婦の推定エネルギー必要量（kcal/日）＝�妊娠前の推定エネルギー必要量（kcal/日）＋授乳婦のエ

ネルギー付加量（kcal/日）

として求められる。
　出産直後は、妊娠前より体重が大きく、さらに母乳の合成のために消費するエネルギーが必要で
あることは、基礎代謝量が増加する要因となる。しかし、実際の基礎代謝量に明らかな増加は見ら
れない 290）。一方、二重標識水法を用いて縦断的に検討した四つの研究のうち一つでは、身体活動
によるエネルギーが有意に減少しているが 291）、他の三つにおいては、絶対量が約 10％ 減少して
いるものの有意な差ではない 292，293，296）。その結果、授乳期の総エネルギー消費量は妊娠前と同様
であり 290，292，293，296）、総エネルギー消費量の変化という点からは授乳婦に特有なエネルギーの付
加量を設定する必要はない。一方、総エネルギー消費量には、母乳のエネルギー量そのものは含ま
れないので、授乳婦はその分のエネルギーを摂取する必要がある。
　母乳のエネルギー量は、泌乳量を哺乳量（0.78 L/日）297，298）と同じとみなし、また母乳中のエ
ネルギー含有量は、663 kcal/L299）とすると、

母乳のエネルギー量（kcal/日）＝0.78�L/日×663�kcal/L≒517�kcal/日

と計算される。
　一方、分娩（出産）後における体重の減少（体組織の分解）によりエネルギーが得られる分、必
要なエネルギー摂取量が減少する。体重減少分のエネルギーを体重１ kg 当たり 6,500 kcal、体重
減少量を 0.8 kg/月 289，290）とすると、

体重減少分のエネルギー量（kcal/日）＝6,500�kcal/kg 体重×0.8�kg/月÷30 日≒173�kcal/日

となる。
　したがって、正常な妊娠・分娩を経た授乳婦が、授乳期間中に妊娠前と比べて余分に摂取すべき
と考えられるエネルギーを授乳婦のエネルギー付加量とすると、

授乳婦のエネルギー付加量（kcal/日）＝�母乳のエネルギー量（kcal/日）－体重減少分のエネルギー量

（kcal/日）

として求めることができる。その結果、付加量は 517－173＝344 kcal/日となり、丸め処理を行
って 350 kcal/日とした。

4─4─6　低体重者、肥満者における活用の注意点
　総エネルギー消費量や基礎代謝量を体重で直線回帰すると、回帰直線は原点を通らず Y 切片が
プラスになる。したがって、体重当たりの総エネルギー消費量や基礎代謝量は、低体重者では普通
体重の者よりも大きく、過体重者では逆に小さくなることに注意が必要である。低体重者、肥満者
のエネルギー必要量の推定では基礎代謝基準値を用いず、国立健康・栄養研究所の式 171）（表 4）か
ら直接、基礎代謝量を算出する。
　一方、加速度計等の動作センサーで評価した身体活動量は、肥満者では一般に低く、肥満が活動
量低下の原因となることが指摘されている 300）。しかし、身体活動レベルは BMI が 30 程度まで
の間は BMI と相関しない 301，302）。また、肥満者の減量前後でも身体活動レベルに変化はな
い 303，304）。これは、肥満者では運動効率が悪く、一定の外的仕事を行うのにより多くのエネル
ギーを要する 305，306）ためと考えられる。結論として、BMI が 25〜29.9 の肥満者では、身体活動
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レベルは普通体重者と同じ値を用いてよいと考えられる。
　低体重者、肥満者では、国立健康・栄養研究所の式 171）（表 4）を用いて算出した基礎代謝量に、
普通体重者と同じ身体活動レベルを乗じて推定エネルギー必要量を算出する。

4─4─7　疾患を有する者について
　糖尿病患者の基礎代謝量は、体組成で補正した場合、耐糖能正常者に比べて差がないか５〜７％
程度高いとする報告が多い（肝臓の糖新生等によるエネルギー消費によると考えられる）307─315）。
保健指導レベルの高血糖者で検討した成績は少ないが、横断研究で睡眠時代謝量は耐糖能正常＜耐
糖能異常（impaired glucose tolerance；IGT）＜糖尿病、同一個人の基礎代謝の継時的変化も耐
糖能正常＜IGT（＋４％）＜糖尿病（＋３％）であった 315）。したがって、保健指導レベルの高血
糖の者（空腹時血糖：100〜125 mg/dL）では、耐糖能正常者と大きな差はないと考えられる。
二重標識水法により糖尿病患者の総エネルギー消費量を見た研究によれば、糖尿病患者と耐糖能正
常者で、PAL 及び総エネルギー消費量に有意差を認めていない 307─309，316，317）（図 15）。
　したがって、保健指導レベルの高血糖者のエネルギー必要量は、健康な者とほぼ同じと考えて体
重管理に当たってよいものと考えられる。一方、糖尿病を含む種々の疾患を有する者のエネルギー
摂取量の設定は、それぞれの診療ガイドラインを参照する。

　×と■（集団代表値）は文献 308），310）による。○と●〔文献 317），318）〕は日本人のデータ。
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図 15　二重標識水法による糖尿病患者の体重当たりの総エネルギー消費量
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　推定エネルギー必要量（kcal/日）

性　別 男　性 女　性

身体活動レベル 1 Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅰ Ⅱ Ⅲ
　0　～　5　（月） ─ 550 ─ ─ 500 ─
　6　～　8　（月） ─ 650 ─ ─ 600 ─
　9　～11（月） ─ 700 ─ ─ 650 ─
　1　～　2　（歳） ─ 950 ─ ─ 900 ─
　3　～　5　（歳） ─ 1,300 ─ ─ 1,250 ─
　6　～　7　（歳） 1,350 1,550 1,750 1,250 1,450 1,650
　8　～　9　（歳） 1,600 1,850 2,100 1,500 1,700 1,900

10～11（歳） 1,950 2,250 2,500 1,850 2,100 2,350

12～14（歳） 2,300 2,600 2,900 2,150 2,400 2,700

15～17（歳） 2,500 2,800 3,150 2,050 2,300 2,550

18～29（歳） 2,300 2,650 3,050 1,700 2,000 2,300

30～49（歳） 2,300 2,700 3,050 1,750 2,050 2,350

50～64（歳） 2,200 2,600 2,950 1,650 1,950 2,250

65～74（歳） 2,050 2,400 2,750 1,550 1,850 2,100

75 以上（歳）2 1,800 2,100 ─ 1,400 1,650 ─

妊婦（付加量）3初期
　　　　　　　中期
　　　　　　　後期

＋50
＋250
＋450

＋50
＋250
＋450

＋50
＋250
＋450

授乳婦（付加量） ＋350 ＋350 ＋350

1
　 �身体活動レベルは、低い、ふつう、高いの三つのレベルとして、それぞれⅠ、Ⅱ、Ⅲで示した。
2
　 �レベルⅡは自立している者、レベルⅠは自宅にいてほとんど外出しない者に相当する。レベルⅠは高齢者
施設で自立に近い状態で過ごしている者にも適用できる値である。

3
　妊婦個々の体格や妊娠中の体重増加量及び胎児の発育状況の評価を行うことが必要である。
注 1：�活用に当たっては、食事摂取状況のアセスメント、体重及び BMI の把握を行い、エネルギーの過不足

は、体重の変化又はBMI を用いて評価すること。
注 2：�身体活動レベルⅠの場合、少ないエネルギー消費量に見合った少ないエネルギー摂取量を維持すること

になるため、健康の保持・増進の観点からは、身体活動量を増加させる必要がある。

参考表 2
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〈概要〉
・エネルギーの摂取量及び消費量のバランス（エネルギー収支バランス）の維持を示す指標と

して BMI 及び体重の変化を用いる。
・ BMI については目標とする範囲を定めた。これは、死因を問わない死亡率（総死亡率）が

最低になる BMI をもって最も健康的であるとする考えに基づき、日本人の BMI の実態、
生活習慣病の発症予防等（高齢者においてはフレイルの発症予防を含む）を総合的に判断し
て設定した。ただし、BMI は健康の保持・増進、生活習慣病の予防の要素の一つとして扱
うことに留めるべきである。

・エネルギー必要量は重要な概念である。しかし、無視できない個人間差が存在し、そのた
め、性・年齢区分・身体活動レベル別に単一の値として示すのは困難である。そこで、エネ
ルギー必要量については、基本的事項、測定方法及び推定方法を記述し、推定エネルギー必
要量を参考表として示した。
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